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連結子会社との吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

当社は 2025 年 11 月６日開催の取締役会において、当社の連結子会社である関東大協株式会社（以下、「関

東大協」）を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の完全子会社を対象とする吸収合併（簡易合併、略式合併）であるため、開示事項及

び内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１． 本合併の目的 

本合併は、当社の技術力を活かした商品群の拡販により収益性の向上を図るとともに、関東地区におけ

る競争力と市場対応力を強化し、顧客満足度の向上と受注拡大を実現させることを目的として実施するも

のです。 

 その実現に向けて、関東大協が有する技術・人材・設備を当社に統合することで、ものづくり力と経営

効率を高め、自動車・住宅分野における事業拡大と持続的な成長につなげてまいります。 

 

２. 本合併の要旨 

（１）本合併の日程  

合併承認取締役会決議日                           2025 年 11 月６日  

合併契約締結日                                   2025 年 11 月６日  

合併予定日（効力発生日）                         2026 年 ４月１日（予定） 

※本合併は、会社法第 796 条第２項及び第 784 条第１項に基づく簡易合併・略式合併の手続きにより

実施され、株主総会は開催いたしません。 

（２）本合併の方式  

当社を存続会社とする吸収合併方式として、関東大協は消滅会社となります。 

（３）本合併に係る割当ての内容 

 本合併は、当社の完全子会社との合併であるため、新株式の発行及び金銭等の割当てはありません。  

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 



３. 合併当事会社の概要 

  存続会社 

（2025 年３月 31 日現在） 

消滅会社 

（2025 年３月 31 日現在） 

（１） 名 称 ダイキョーニシカワ株式会社 関東大協株式会社 

（２） 所 在 地 広島県東広島市寺家産業団地５番

１号 

栃木県芳賀郡芳賀町芳賀台 130-3 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 杉山 郁男 代表取締役社長 柏原 輝彦 

（４） 事 業 内 容 自動車部品の製造及び設計・開発 住宅部品、自動車部品の製造販売 

（５） 資 本 金 54 億 2,665 万 3,900 円 75,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 2007 年４月 1990 年 12 月 

（７） 発 行 済 株 式 73,896,400 株 20,800 株 

（８） 決 算 期 ３月末日 ３月末日 

（９） 大株主及び持ち株比率               

西川ゴム工業株式会社  16.64％ 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）     8.83％ 

株式会社イノアックコーポレーシ

ョン          5.52％ 

株式会社広島銀行    4.98％ 

マツダ株式会社     4.98％ 

ダイキョーニシカワ株式会社 

100％ 

（10）直近事業年度の財政状態および経営成績 

 決 算 期 2025 年３月期（連結） 2025 年３月期（単体） 

 純 資 産 89,949 百万円 2,221 百万円 

 総 資 産 154,554 百万円 2,857 百万円 

 1 株 当 た り 純 資 産 1,227.65 円 106,822.86 円 

 売 上 高 168,561 百万円 1,546 百万円 

 営 業 利 益 10,004 百万円 297 百万円 

 経 常 利 益 9,688 百万円 299 百万円 

 親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益 

6,498 百万円 197 百万円 

 1 株当たり当期純利益 91.36 円 9,507.69 円 

 

４．合併後の状況 

本合併に伴う当社の名称、所在地、代表者の役職及び氏名、事業内容、資本金及び決算期については 

変更ありません。 

 

５. 今後の見通し 

本合併は、連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微です。 

 

以上 


